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ABSTRACT: The rapidness and accuracy of real-time estimation of magnitude when issuing an Earthquake 

Early Warning in the event of a suboceanic earthquake could be improved through use of ocean-bottom 

seismograph (OBS) data. Proposed here is a method using the maximum amplitude of the UD-component in 

the displacement waveform recorded in OBS data near the source. The following equation was developed for 

magnitude estimation: 

0.90 ൈ M ൌ logܣ  0.83 ൈ logܴ  1.7 ൈ 10ିଷ ൈ ܴ െ 2.6 ൈ 10ିଷ ൈ ܦ  1.68 , 

where A is the maximum amplitude of the UD-component in units of 10 μm, R is the hypocentral distance in 

km, and D is the focal depth in km. There are two main advantages to using UD-component data in magnitude 

estimation: (1) the variance in estimates that is likely to depend on the spatial variation in site effects among 

stations is effectively less when using UD-component data than that when using 3-component data, and (2) the 

overestimation that is primarily caused by a change in the orientation of the OBS during strong motions is 

suppressed. Based on a comparison of estimated results of the proposed method and the conventional method 

for land and OBS network data during suboceanic earthquakes, this study quantitatively indicated that the 

proposed method had less variance and suppressed overestimation. This study also evaluated whether it would 

be effective at enhancing early warnings. 
 

 

1 はじめに 

緊急地震速報は，地震の発生直後に，震源に近い観

測点でその時点までに観測されたデータを元に各地

での揺れの強さを予測し，可能な限り早く提供される

情報である（Hoshiba et al., 2008；Kamigaichi et al., 2009）．

2007 年の一般提供開始から 11 年が経過した現在でも，

平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震において

顕在化した震源域の広がりや連発する地震の分離に

対する問題を踏まえ， 2016 年 12 月より IPF 法

（Integrated Particle Filter Method, 溜渕・他，2014），

2018 年 3 月より PLUM 法（ Propagation of Local 

Undamped Motion, Kodera et al., 2018）を導入するなど，

緊急地震速報のさらなる精度向上のために改善が続

けられている． 

緊急地震速報において情報の精度と同様に重要で

あるのが，情報の迅速性である．近年，日本近海で整

備された国立研究開発法人防災科学技術研究所の日

本海溝海底地震津波観測網（S-net，Kanazawa et al., 

2016；Uehira et al., 2016；Mochizuki et al., 2016）や，

地震・津波観測監視システム（DONET，Kaneda et al., 

2015；Kawaguchi et al., 2015）などの海底地震計（OBS）

は，海域で発生する地震において強い揺れが陸で観測

されるよりも前に震源直上でのリアルタイム観測が

可能になることから，緊急地震速報の更なる迅速化へ
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寄与すると期待される．その一方で，観測環境が陸上

の観測点と大きく異なるため，海底での強震観測にお

けるいくつかの課題が明らかになってきている．その

1 つは，海底観測特有の地震波の増幅である．林元・

干場（2013）は，気象庁が整備・運用しているケーブ

ル式常時海底地震観測システム（東南海 OBS）のデー

タについて，地点マグニチュード（M）の残差から OBS

における M 補正値の検討を行い，地震波の増幅により

当時の M 式で 0.6 程度の M の過大評価が生じること

を示した．また，DONET においては海底下の未固結

堆積層や付加体により地震波が増幅されることが， 3

次元速度構造を使った差分法シミュレーション

（Nakamura et al., 2014）や，海底ボアホール観測点と

の波形比較（Nakamura et al., 2018）などにより明らか

となっている．振幅に影響を及ぼすその他の問題とし

ては，地震動中の OBS の姿勢角変化による影響があ

る．海洋研究開発機構が釧路・十勝沖に整備，運用し

ている海底地震総合観測システム（釧路沖 OBS）にお

いては，2003 年十勝沖地震（M8.0）の際にインライン

式の OBS が約 5.2 度回転するなど，入力加速度に応じ

て地震動中の筐体の姿勢角変化が大きくなり，重力加

速度の混入から，特にケーブル軸に直交する水平動方

向に加速度オフセットを生じたことがわかっている

（Hayashimoto et al., 2016）．また，インライン式 OBS

で最も顕著な姿勢角変化としては，平成 23 年（2011

年）東北地方太平洋沖地震の際に震源近傍に設置され

ていた三陸沖 OBS（Kanazawa and Hasegawa, 1997）に

おいて，57.7 度ものロール角変化が記録された例が報

告されている（Nakamura and Hayashimoto, 2019）．な

お，このような海底地震計の姿勢角変化は，インライ

ン式 OBS のみならず，ノード式の OBS である DONET

においても発生している可能性が指摘されている

（Nakamura et al., 2018）． 地震時の姿勢角変化による

加速度オフセットの混入は，変位振幅へ積分する際に

異常振幅の原因となる． 

現在，緊急地震速報における M の推定には，加速度

波形を機械式 1 倍強震計相当（固有周期 6 秒，減衰定

数 0.55）の特性を持つ変位波形に変換し，ベクトル的

に合成した 3 成分合成変位波形振幅値を用いて推定さ

れている（明田川・他，2010；清本・他，2010）．この

手法では，振幅値から M を推定する際，陸上に設置さ

れた観測点の多数のデータを基に構築した回帰式を

適用している．海底に設置された OBS データは，海底

下に広がる堆積層や強震時の筐体の姿勢角変化の影

響により，加速度波形から変換された変位波形の振幅

が大きく増幅するため，陸上観測点データを基に構築

した回帰式から M を推定すると，気象庁震源カタログ

のマグニチュード（MJ）よりも値が過大になることが

ある．OBS の振幅データを用いて精度よく M を推定

するためには，過大評価を抑えるための新たな処理の

導入が必要と考える．本稿では，緊急地震速報のため

に海底地震計にも適用可能な上下動変位振幅を用い

た M 推定式を提案する．  

 

2 M 推定式の導出に用いるデータおよび推定手法 

M 推定式の導出にあたっては，ある観測網に特化し

た式を構築するのではなく，新たな観測網にも適用可

能なように，地震の発生場所や観測網に依らず全国一

律に適用可能な式の導出を目指すこととする．以下に

示すデータと手法により，3 成分合成変位波形と上下

動変位波形の最大振幅値を用いたそれぞれの M 推定

式を構築したうえで，OBS データへの適用可能性を検

討した．なお，緊急地震速報においては，S 波到達前

までのデータ区間に適用する P 波 M と，波形全体に

適用する全相 M とが存在するが，林元・干場（2013）

により海底地震計の P 波 M と全相 M では全相 M のほ

うが MJ との差が過大に生じやすいことが東南海 OBS

において示されていることから，今回は，海底地震計

と陸上観測点との違いが生じやすい全相 M 式に限定

して推定を行うこととした． 

 

2.1 データ 

日本全域で観測網を問わず偏りのないデータセッ

トを得るため，データの選定を行った．気象庁一元化

震源において， 2000 年 1 月から 2016 年 4 月の期間に

深さ 200km 以浅で発生した MJ4.0 以上のうち，国立研

究開発法人防災科学技術研究所強震観測網の Web サ

イトに地震波形が公開されている地震について，余震

によるデータの偏りや複数地震による影響を避ける

ためにデクラスタ処理（明田川， 2010： dt=1day，

dr=500km で地震を関連付けし，最大地震で代表させ

る）を行い，対象地震の抽出を行った．波形データは，

気象庁多機能型観測点（2011 年以降）に加え，K-NET

（2000 年以降），KiK-net（2007 年以降の地表強震計）

の陸上観測網，および釧路沖 OBS（2002 年以降）と

DONET1（2011 年 7 月以降）の海域観測網で記録され
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た加速度波形を利用した．これらの加速度波形につい

て，緊急地震速報の単独観測点処理と同様に，STA/LTA

でのトリガ検知と B-Δ法（Odaka et al., 2003；束田・

他，2004）の係数 A,B や V/H 比での品質管理処理によ

る自動検測処理（気象庁地震火山部，2016）を実施し

て P 波検測値を得たうえで，P 波検測時刻から 60 秒

間の上下動変位波形および 3 成分合成変位波形の最大

振幅値を抽出し，3 成分合成変位波形の最大振幅が

50μm 以上の振幅値を記録したデータを利用した．加

速度波形から変位波形への変換には，機械式 1 倍強震

計相当の特性を持つ漸化式フィルタ（勝間田，2008）

を利用した．50μm の下限は，緊急地震速報の変位 M

推定に利用される振幅下限と同様としている．また，

理論 S-P 時間が 60 秒を超過するデータはタイムウィ

ンドウ内に S 波が到達しないことから除外した．この

最大振幅のデータウィンドウの制限と下限の条件は，

Fig. 1  Hypocentral distribution and magnitude of the earthquakes used in regression analysis. Symbol size and color 
indicate the magnitude and hypocentral depth, respectively. Open circles denote earthquakes smaller than MJ 5.0. 

Fig. 2  Specifications for the data used in analysis. (a) Relationship between the magnitude and hypocentral distance. 
(b) Histogram of the hypocentral distance. (c) Histogram of the magnitude (MJ). Gray bars on histograms indicate 
event data from MJ5.0 to MJ8.0. 
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清本・他（2010）による現行全相 M の導出と同様であ

る．なお，振幅下限のみ制限を行った場合，M の小さ

な地震や震源遠方の観測点などでは，増幅の大きな観

測点のみを統計処理に利用してしまうことが懸念さ

れる．そこで，MJ を基準としたとき，坪井（1954）に

よる変位 M 式， 

 

M ൌ 1.73 ൈ log∆  logܣ െ 0.83 (1) 

 

において変位振幅が 50μm の半分の 25μm が期待され 

る範囲の震央距離のデータのみを抽出した．最終的に，

回帰分析に用いる地震は，  Fig. 1 に示す M5.0 から

M8.0 までの 697 個の地震に制限した．ここで，M9.0

の地震は平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震

であるが，マグニチュードはモーメントマグニチュー

ド（Mw）による値であり，気象庁変位 M（勝間田，

2004）と同様，機械式 1 倍強震計相当の特性（固有周

期 6 秒，減衰定数 0.55）では変位振幅の飽和が発生す

る（例えば，Katsumata et al., 2013）であろうことから

解析対象から除外している．Fig. 2 に解析に用いたデ

ータの諸元を示す．デクラスタ処理などのデータ選定

の結果，概ね M や震源距離に偏りの抑えられたデータ

セットが得られていることがわかる． 

 

2.2  M の推定手法 

3 成分合成変位波形と上下動変位波形の振幅値を使

ったそれぞれの M 推定について，現行の緊急地震速報

の M 式と同様の以下に示す式を使用し，回帰分析から

Fig. 3  (a) Comparison of the UD-component S-wave magnitude in this study (MUD) with MJ. (b) Relationship 
between the magnitude residual (MUD-MJ) and MJ. Open circles and error bars indicate the average and standard 
deviation for each magnitude range, respectively. (c) Histogram of the magnitude residual (MUD-MJ). Gray bars 
on histograms and statistical values indicate event data from MJ5.0 to MJ8.0. The number of events is indicated 
in parentheses on the upper right (the same is true in Fig. 4(c), 6(c), and 7(c)). 

Fig. 4  (a) Comparison of the 3-component S-wave magnitude (M3C) and MJ in this study. (b) Relationship between 
the magnitude residual (M3C-MJ) and MJ. Open circles and error bars indicate the average and standard deviation 
for each magnitude range, respectively. (c) Histogram of the magnitude residual (M3C-MJ). Gray bars on 
histograms and statistical values indicate event data from MJ5.0 to MJ8.0. 
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各係数を求める． 

 

a ൈ M ൌ logܣ  ܾ ൈ logܴ  ܿ ൈ ܴ  ݀ ൈ ܦ  ݁ (2) 

 

ここで，A は最大振幅（10μm 単位），R は震源距離（km），

D は震源の深さ（km）である．右辺の第 2 項は幾何減

衰項，第 3 項は非弾性減衰項であり，第 4 項はプレー

ト内地震による影響を補正するための項となる．回帰

分析には，緊急地震速報の現行の P 波 M 式・全相 M

式を導出した際にも利用した Two Step Stratified 法

（Joyner and Boore, 1981）を用いた．この方法は，Fig. 

2 のように最大振幅データが存在する観測点の距離範

囲と M との間に相関が生じる（M が小さければ振幅

を検出できる距離範囲が限定される）場合，距離減衰

項を先に回帰することで，一度に重回帰分析して震源

距離と M の係数が独立に求められないことを避けて

適切な距離減衰係数を得るための手法である（福島，

1993）．なお，深さの項である第 4 項については，明田

川・他（2010）の考察と同様，深さ依存性に頭打ちの

確認される深さを事前に確認した上で，100km 以深に

おいては D を 100km で固定することで回帰分析を行

った． 

 

3 結果 

3.1 推定した M 式とその推定精度 

上下動変位振幅値を使った M 推定（以後，上下動 M）

のための回帰式を以下に示す． 

 

0.90 ൈ M ൌ logܣ  0.83 ൈ logܴ  1.7 ൈ 10ିଷ ൈ ܴ

െ 2.6 ൈ 10ିଷ ൈ ܦ  1.68	 
(3) 

 

また，3 成分合成変位振幅値を使った M 推定（以後，

3 成分 M）のための回帰式を以下に示す． 

  

0.88 ൈ M ൌ logܣ  1.3 ൈ logܴ  1.1 ൈ 10ିଷ ൈ ܴ

െ 4.9 ൈ 10ିଷ ൈ ܦ  0.37	 
(4) 

 

なお，現在緊急地震速報に利用されている全相 M 式

は， 

 

0.87 ൈ M ൌ logܣ  1.0 ൈ logܴ  1.9 ൈ 10ିଷ ൈ ܴ

െ 5.0 ൈ 10ିଷ ൈ ܦ  0.98 
(5) 

 

である（清本・他, 2010）．Fig. 3，Fig. 4 に，推定した

上下動 M 式および 3 成分 M 式による地点 M と MJ と

の比較を示す．回帰分析で用いた M5.0～8.0 の地震に

おける M 推定残差は，上下動 M の標準偏差は 0.28，

3 成分 M は 0.34 となり，上下動 M のほうが地点 M の

ばらつきが小さい結果となった．なお，3 成分 M のば

らつきは現行の全相 M 式でも同程度であった．Fig. 3，

Fig. 4 には，M4.0 までの地点 M と M0.1 ごとのその平

均値および標準偏差を M0.1 ごとに示しており，回帰

分析に利用していない M5.0 未満を除いて，M ごとの

標準偏差においても上下動 M のばらつきが小さい．ま

た，平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震の M

は CMT 解析によるモーメントマグニチュード（Mw）

であるため，Mw9.0 と比較すると，上下動変位 M と 3

成分合成変位 M いずれの種類の式を使って推定した

M でも 0.8 程度の過小評価となっている．この地震の

気象庁変位 M（MD，勝間田，2004）も MD8.4（Hoshiba 

et al., 2011；Hirose et al., 2011）と Mw と比較して 0.6

の過小評価であり，機械式 1 倍強震計相当の特性を用

いたことによる変位振幅の飽和による影響と考えら

れる．なお，いずれの M 式でも M4.5 未満のデータに

ついては，M のわずかな過大評価傾向が確認できた．

同様の傾向は，清本・他（2010）による現行の全相 M

式を推定した結果においても認められる．特に，K-

NET のデータでその傾向が顕著であり，K-NET はその

他の観測網と比較すると人口の多い都市部に設置さ

れていることから，ノイズの影響により，変位 M で評

価可能な M の下限が大きくなっていることを示して

いると考えられる． 

 

3.2 観測網ごとの M 平均値と RMS 値の違い 

Table 1 に，推定した上下動 M 式および 3 成分 M 式

での，全データおよび観測網ごとの地点 M 残差の平均

値およびその標準偏差と RMS 値を示す．また，比較

のため現行全相 M 式における標準偏差と RMS 値も併

せて示す．RMS 値に着目すると，データ全体のみでな

く，気象庁多機能型観測点，K-NET，KiK-net，OBS と

すべての観測網において上下動 M 式の RMS 値が小さ

く，M 推定精度が高い結果となった．また，観測網ご

との平均値をみると，気象庁多機能型観測点および

KiK-net で負の値，K-NET および OBS で正の値を示す

傾向が見られるが，その偏差は 3 成分 M と比較して

上下動 M で小さい．気象庁多機能型観測点や KiK-net
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と比べて，OBS は海底の未固結堆積層の上に設置され

ていること，K-NET は都市部に展開されている観測点

が多いことから，この傾向は観測網のサイトの地盤特

性を反映したものと考えられる．そして，上下動変位

M の全体の RMS 値および，観測網ごとの偏差が小さ

い理由についても，水平動成分と比較して上下動成分

のほうが M 推定に利用する周期帯でのサイトの地盤

特性の違いの影響を受けにくいことが原因であると

考えられる． 

  

Fig. 6  Same as in Fig. 4, but for the Off-Kushiro OBS data. 

Fig. 5  Same as in Fig. 3, but for the Off-Kushiro OBS data. 

Table 1  The average, standard deviation, and root mean square of magnitude residuals in each observation network. 
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Fig. 7  Magnitude residual (MUD-MJ (left) and M3C-MJ (right)) with respect to PGA. 

Fig. 8  Magnitude residuals at each station for an event at 11:39 on April 1, 2016. (a) Distribution maps of magnitude 
residuals of the current 3-component S-wave magnitude (Meew) (left) and MUD (right) at each station. A green 
star indicates the epicenter of the earthquake. (b) Magnitude residual with respect to the epicentral distance. (c) 
Magnitude residual with respect to PGA. Circles and diamonds indicate OBS and land stations, respectively. Red 
and white symbols indicate the MUD residual and current Meew residual, respectively. 
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4 考察 

上下動 M 式と 3 成分 M 式をそれぞれ推定した結果，

上下動 M 式を用いるほうが，観測点および観測網ごと

の M のばらつきを抑える効果があることがわかった．

これは，観測点ごとのサイト増幅特性の違いが水平動

よりも上下動に出にくいことによるものと考えられ

る．以下では，海底地震計のデータにおける上下動 M

の特長について考察する． 

 
4.1 釧路沖 OBS における上下動変位 M と 3 成分合成

変位 M との比較 

Fig. 5,6 は，釧路沖 OBS のデータについて，Fig. 3,4

と同様に地点 M と MJ との差を比較したものである．

上下動 M においては，M5.0～M8.0 での MJ との差が

+0.08 であるのに対し，3 成分 M では，+0.45 と過大に

推定されており，上下動 M の利用により，海底でのサ

イト増幅特性の違いが低減できることがわかる．なお，

3 成分 M においても経験的な地点 M の残差を観測点

補正値として考慮することで同様の精度となること

が期待されるが，地点ごとの観測点補正値を推定する

には観測記録を蓄積する必要が生じることから，補正

値なしにサイト増幅特性の影響が低減できる効果は

大きい．Fig. 7 には，MJ4.0 以上のすべてのデータにお

ける両 M 式の地点 M と MJ との残差と最大加速度

（PGA）の関係を示す．3 成分 M では入力加速度が大

きくなるほど MJ からのずれが大きくなる傾向が確認

されるのに対して，上下動 M ではその PGA 依存性が

緩和されていることがわかる． Hayashimoto et al. 

（2016）により，釧路沖 OBS においては入力加速度が

大きくなるほど姿勢角の変化が顕著になり，回転によ

る加速度オフセットの影響は水平動よりも上下動成

分で小さくなることが指摘されており，今回の結果は，

上下動 M の利用によって，サイト特性による影響に加

えて姿勢角の変化などによる PGA 依存性も軽減でき

ることを示している． 

 
4.2 2016 年 4 月 1 日の三重県南東沖の地震における

DONET の地点 M 

2016 年 4 月 1 日 11 時 39 分に発生した三重県南東

沖の地震（M6.5，最大震度４）は，DONET の観測網

直下で発生し，DONET では最大で 900cm/s2 を超える

3 成分合成加速度を観測したほか，震央近傍の観測点

では地震計の姿勢角変化が発生した可能性が指摘さ

れている（Nakamura et al., 2018）．Fig. 8 に，この地震

における現行全相 M 式と上下動 M 式による地点 M の

MJ との差を示す．現行全相 M 式では多くの DONET

観測点で M を過大評価しており，Hayashimoto et al.

（2016）によって釧路沖 OBS で示された特徴と同様

に，震央距離よりも特に入力加速度に応じて地点 M が

過大となる傾向が明瞭に確認できる．一方，上下動 M

式による地点 M では，入力加速度に応じた M の過大

評価傾向が緩和されており，より安定した M 推定が可

能であることがわかる．OBS のみではなく陸上の観測

点においても，地点 M のばらつきが改善している．た

だし，入力加速度が 500cm/s2 を超える震源直近の 3 観

測点については上下動 M でも M の過大評価が残って

いる．現行全相 M と比較すると上下動 M により過大

評価は小さく抑えられているものの，これらの観測点

では地震時の加速度振幅値の大きな変化が上下動成

分にも生じており（Nakamura et al., 2018），数 100cm/s2

を超えるような強震時の OBS データについては，精

度の良い M 推定のために，リアルタイム解析から除外

するなどの処理が必要となるかもしれない． 

 

5 まとめ 

緊急地震速報に海底地震計のデータを活用するた

め，海底地震計にも適切な M 推定手法として，上下動

変位振幅を用いた M 推定手法を提案する．上下動変位

振幅と 3 成分合成変位振幅それぞれについて M 式を

推定した結果，上下動変位 M 式では観測点の増幅特性

の違いによる影響が小さく，観測網間の地点 M 残差の

平均値の差が小さく抑えられることがわかった．海底

地震計では海底下の未固結堆積層や付加体に起因す

る増幅特性の影響が地震波の増幅の原因となるが，上

下動変位振幅を用いることで，観測点の増幅特性の影

響を軽減することが可能となる．また，海底地震計で

は強震時の地震計の姿勢角変化による M の過大評価

が生じる場合があるが，3 成分合成ではなく上下動成

分を用いることで，ケーブルに直交する水平動方向に

生じやすい加速度オフセットなどの影響を抑えるこ

とが可能となる．S-net や DONET などの海底地震観測

網を緊急地震速報に活用し，情報の迅速化を図る上で

は，振幅情報の活用が必要である．本稿で導出した上

下動 M を利用することにより，海底地震計のデータで

も適切なマグニチュード推定が可能になると期待さ

れる． 
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